
□ 債務者が特定していない将来債権 ←債務者が特定していない将来債権に係る証明書を請求する場合は，ここをチェック

実印

押　印　欄

各１

　 　　　　　　　　

登記番号 第　　　　　－　　　　　　　　号

　東京都中央区銀座一丁目１番１号

　甲乙商事株式会社　代表取締役　赤川孝夫

　コウオツショウジカブシキガイシャ

譲
渡
人

 商号等 　甲乙商事株式会社

 商号等のフリガナ 　コウオツショウジカブシキガイシャ

 本店等 　東京都中央区銀座一丁目１番１号

 会社法人等番号  （任意）１２３４－５６－７８９０１２

譲
受
人

 商号等

 商号等のフリガナ

 本店等

 会社法人等番号  （任意）

 商号等 　株式会社東京法務

 商号等のフリガナ 　カブシキガイシャトウキョウホウム

 本店等 　東京都中野区野方一丁目３４番１号

 会社法人等番号  （任意）１２３４－５６－７８９０１３

債
務
者
（

必
須
）

原
債
権
者

 商号等

 商号等のフリガナ

 本店等

 会社法人等番号  （任意）

債権の種類

債権の発生年月日の範囲 　　　　　年　　　月　　　日 ～ 　　　　　年　　　月　　　日

登記年月日の範囲
　　　　　年　　　月　　　日 ～ 　　　　　年　　　月　　　日

住 所

フ リ ガ ナ

譲渡人又は譲

収入印紙欄

交 付 部 数 手 数 料

窓 口 に
来られた人
・ 申 請 人

※法人が請求す

る場合は，氏名欄

に代表者の資格・

氏名も記載してく

ださい。

交付方法

収 入

印 紙

収
入
印
紙
は
、
割
印
を
し
な
い
で
、
こ
こ
に
貼
っ
て
く
だ
さ
い
。

添 付 書 類

当事者指定検索用
登記事項証明書（債権譲渡）交付申請書

ファイル区分

□ 現在ファイル （現在効力を有するファイル）
□ 閉鎖ファイル （全部抹消登記又は存続期間が満了した登記に係るファイル）

□ 窓口交付

□ 郵送交付

氏 名

東京法務局 御中 令和 ３年 ６月 １日申請

証 明 書 の

交 付 形 式

□ 個別事項証明 （１個の債権ごとに交付するもの）

証 明 書 の 交 付
を受けることが

で き る 資 格

□ 譲渡人 □ 譲渡人の使用人 □ 譲受人 □ 債務者

実印を押印(代理人の場

合は認印で可)

（
登
記
印
紙
も
使
用
可
能
）

◎ 郵送請求の場合には,返信用封筒(宛名を書いて,切手を貼ったもの)
を同封し,下記の宛先に送付してください。
【申請書送付先】〒165-8780 東京都中野区野方一丁目34番1号

東京法務局民事行政部 債権登録課

部

請求
部数

□ 一括証明 （２個以上の債権に係る登記事項を一括して交付するもの)

※ 一括証明は，証明書に記載される債権の個数が２個以上の場合に限り交付されます。

※ 一括証明においては，債権個別事項の備考欄に記録された事項のほか，一部の登記

事項の記載が省略されます。

□ 本人
□ 代理人 委任者の商号等( )

会社法人等番号(任意)( - - )
※ 代理人が請求するときは，下欄に代理人の住所・氏名を記載してください。また，委任状が必要です。

□ 委任状（代理人が請求するときに必要） □ 印鑑証明書（発行から３か月以内のものが必要）
□ 代表者の資格を証する書面（法人の場合は必要）（□登記事項証明書につき添付を省略）
□ 破産管財人等の選任を証する書面 □ 譲渡人の使用人であることを証する書面
□ 譲渡人又は譲受人の商号・本店等の変更を証する書面（□登記事項証明書につき添付を省略）

□ 登記された債権を差し押さえたこと等を証する書面 □ その他（ ）

収 入

印 紙

□ 登記された債権の差押債権者等 □ その他

● 該当する記録がない場合，「記録がない旨の証明書」を請求しますか。

→ □ 請求する □ 請求しない

●登記を特定するために必要な事項 （登記番号又は譲渡人のいずれかを必ず記載してください。）

※ 登記番号を記載したときは，譲渡人及び譲受人を記載する必要はありません。

登記番号を記載しないときは，譲渡人の記載が必要です。ただし，申請人の資格が譲受人のときは，譲受人の記載も必要です。

●債権を特定するために必要な事項 (債務者欄は必ず記載してください。）

本人申請の場合

注１
注２

注４

注５

注９

注10

注11

注12
※ 登記された債権の差押債権者等が請求する場合は，「債務者」(債務者が特定していない将来債権の場合は「債務者が特定し

ていない将来債権」をチェック），「債権の種類」及び「債権の発生年月日の範囲」を必ず記載してください。

注７

注８

注６

✔

✔

✔

✔

✔

✔

✔

※ 検索可能な期間は申請日の前業務日までです。

注３

会社法人等番号（任意）（１２３４-５６-７８９０１２）



債
務
者
（

必
須
）

□ 債務者が特定していない将来債権 ←債務者が特定していない将来債権に係る証明書を請求する場合は，ここをチェック

登記年月日の範囲
　　　　　年　　　月　　　日 ～ 　　　　　年　　　月　　　日

 （任意）１２３４－５６－７８９０１３

原
債
権
者

 商号等

 会社法人等番号  （任意）

債権の種類

債権の発生年月日の範囲 　　　　　年　　　月　　　日 ～ 　　　　　年　　　月　　　日

 商号等のフリガナ 　カブシキガイシャトウキョウホウム

 商号等のフリガナ

 本店等

 本店等 　東京都中野区野方一丁目３４番１号

 会社法人等番号

　東京都中央区銀座一丁目１番１号

 会社法人等番号  （任意）１２３４－５６－７８９０１２

 会社法人等番号  （任意）

 商号等 　株式会社東京法務

譲
受
人

 商号等

 商号等のフリガナ

 本店等

　 　　　　　　　　

登記番号 第　　　　　－　　　　　　　　号

譲
渡
人

 商号等 　甲乙商事株式会社

 商号等のフリガナ 　コウオツショウジカブシキガイシャ

 本店等

押　印　欄

印　東京都港区赤坂一丁目１番１号

　ホウム ジロウ

　法 務 次 郎

各１

住 所

フ リ ガ ナ

譲渡人又は譲

収入印紙欄

交 付 部 数 手 数 料

窓 口 に
来られた人
・ 申 請 人

※法人が請求す

る場合は，氏名欄

に代表者の資格・

氏名も記載してく

ださい。

交付方法

収 入

印 紙

収
入
印
紙
は
、
割
印
を
し
な
い
で
、
こ
こ
に
貼
っ
て
く
だ
さ
い
。

添 付 書 類

当事者指定検索用
登記事項証明書（債権譲渡）交付申請書

ファイル区分

□ 現在ファイル （現在効力を有するファイル）
□ 閉鎖ファイル （全部抹消登記又は存続期間が満了した登記に係るファイル）

□ 窓口交付

□ 郵送交付

氏 名

東京法務局 御中 令和 ３年 ６月 １日申請

証 明 書 の

交 付 形 式

□ 個別事項証明 （１個の債権ごとに交付するもの）

証 明 書 の 交 付
を受けることが

で き る 資 格

□ 譲渡人 □ 譲渡人の使用人 □ 譲受人 □ 債務者

実印を押印(代理人の場

合は認印で可)

（
登
記
印
紙
も
使
用
可
能
）

◎ 郵送請求の場合には,返信用封筒(宛名を書いて,切手を貼ったもの)
を同封し,下記の宛先に送付してください。
【申請書送付先】〒165-8780 東京都中野区野方一丁目34番1号

東京法務局民事行政部 債権登録課

部

請求
部数

□ 一括証明 （２個以上の債権に係る登記事項を一括して交付するもの)

※ 一括証明は，証明書に記載される債権の個数が２個以上の場合に限り交付されます。

※ 一括証明においては，債権個別事項の備考欄に記録された事項のほか，一部の登記

事項の記載が省略されます。

□ 委任状（代理人が請求するときに必要） □ 印鑑証明書（発行から３か月以内のものが必要）
□ 代表者の資格を証する書面（法人の場合は必要）（□登記事項証明書につき添付を省略）
□ 破産管財人等の選任を証する書面 □ 譲渡人の使用人であることを証する書面
□ 譲渡人又は譲受人の商号・本店等の変更を証する書面（□登記事項証明書につき添付を省略）

□ 登記された債権を差し押さえたこと等を証する書面 □ その他（ ）

収 入

印 紙

□ 登記された債権の差押債権者等 □ その他

● 該当する記録がない場合，「記録がない旨の証明書」を請求しますか。

→ □ 請求する □ 請求しない

●登記を特定するために必要な事項 （登記番号又は譲渡人のいずれかを必ず記載してください。）

※ 登記番号を記載したときは，譲渡人及び譲受人を記載する必要はありません。

登記番号を記載しないときは，譲渡人の記載が必要です。ただし，申請人の資格が譲受人のときは，譲受人の記載も必要です。

●債権を特定するために必要な事項 （債務者欄は必ず記載してください。）

代理申請の場合

注１
注２

注４

注５

注９

注10

注11

※ 登記された債権の差押債権者等が請求する場合は，「債務者」(債務者が特定していない将来債権の場合は「債務者が特定し

ていない将来債権」をチェック），「債権の種類」及び「債権の発生年月日の範囲」を必ず記載してください。

注12

注７

注８

注６

✔

✔

✔

✔

✔

✔

✔
✔

※ 検索可能な期間は申請日の前業務日までです。

注３

会社法人等番号（任意）（ - - ）

□ 本人
□ 代理人 委任者の商号等( 甲乙商事株式会社

会社法人等番号(任意)(１２３４-５６-７８９０１２)
※ 代理人が請求するときは，下欄に代理人の住所・氏名を記載してください。また，委任状が必要です。



参 考

当事者指定検索用
＜債権譲渡登記＞

委 任 状

私は，東京都○○区○○町○丁目○番○号 △△△△ を代理人と定め，次の権限を

委任します。

以下の債権譲渡につき，債権譲渡登記の登記事項証明書の交付申請及び同証明書の

受領に関する一切の件

【登記を特定するために必要な事項として，譲渡人及び譲受人を記載するとき】

譲渡人 東京都○○区○○町○丁目○番○号株式会社◇◇◇◇

譲受人 東京都○○区○○町○丁目○番○号□□□□株式会社

【登記を特定するために必要な事項として，登記番号を記載するとき】

但し，第 号債権譲渡による

（登記番号を記載）

【債権を特定するために必要な事項の記載】

債務者

東京都○○区○○町○丁目○番○号

○○○○

令和 年 月 日

譲渡人 東京都○○区○○町○丁目○番○号

株式会社 ◇ ◇ ◇ ◇

代表取締役 ○ ○ ○ ○ ○ 実印



【登記事項証明書交付申請書（当事者指定検索用）】

記入上の注意事項＜債権譲渡登記＞

登記事項証明書は，譲渡に係る債権を特定するために必要な事項（債権個別事項）を含む全ての登

記事項を証明するものです。

登記事項証明書は債務者の氏名・商号等といったプライバシー情報を含むことから，譲渡人，譲受

人，譲渡に係る債権の債務者及び当該債権の譲渡につき利害関係を有する者等に限り請求することが

できます。

（注１） 交付申請書を提出する日を記載してください（郵送申請の場合は，発送日を記載してくだ

さい。）。

（注２） 本人申請・代理申請の別に応じて，「□本人」又は「□代理人」をチェックしてください。

代理申請の場合は，委任者の商号等も記載してください。

（注３） 証明書の交付を請求する方の資格の区分に応じてチェックしてください。

譲渡人の破産管財人が請求する場合は，「□譲渡人」にチェックしてください。

（注４） 証明書の交付を請求する方の住所・氏名を記載してください。代理申請の場合は，代理人

の住所・氏名を記載してください（代理人が法人の場合は，本店（主たる事務所）・商号（名

称）のほか，氏名欄に代表者の資格・氏名も記載してください。）。

法人が請求する場合は，本店（主たる事務所）・商号（名称）のほか，氏名欄に代表者の

資格・氏名も記載してください。

（注５） 印鑑は，証明書の交付を請求する方の実印（法人の場合は登記所に登録済みの印鑑，個人

の場合は市区町村に登録済みの印鑑）を鮮明に押印してください。

ただし，代理申請の場合は，代理人の印（認印で可）を押印してください（申請人本人の

実印は，委任状に鮮明に押印してください。）。

（注６） 交付申請書に添付する書類をチェックしてください。

登記事項証明書の交付を請求するには，印鑑証明書及び代表者の資格を証する書面（法人

の場合）のほか，請求をする方の資格の区分等に応じた添付書類が必要です。

なお，これらの添付書類は，債権譲渡登記申請の完了と同時に当該譲渡登記に係る登記事

項証明書の交付を請求する場合（いわゆる「同時申請」の場合）であっても，登記申請書に

添付したものとは別に添付する必要があります。

・印鑑証明書

→ 必ず必要な書面で，申請人が法人の場合は登記所発行のもの，個人の場合は市区町村

発行のものを添付します。有効期限につき，発行日から３か月以内のものに限られます

ので，特に留意願います。

・代表者の資格を証する書面※

→ 申請人が法人の場合は必要になります。有効期限の定めはありません。

※ 法人の代表者の資格を証する登記事項証明書については，添付を省略することができます。た

だし，当該法人について商業・法人登記が申請され，登記の完了前であるなど，登記官がシス

テム上で当該法人の登記情報を確認することができないときは，添付を省略することができま

せんので，商業・法人登記申請の有無をあらかじめ確認しておいてください。

添付省略が可能な代表者の資格を証する登記事項証明書について，添付を省略する場合は，「□

登記事項証明書につき添付を省略」をチェックしてください。



・変更証明書※

→ 債権譲渡登記の譲渡人の商号（名称）又は本店（主たる事務所），譲受人の商号（名

称）又は本店（主たる事務所）（個人の場合は氏名又は住所）が債権譲渡登記ファイル

上の表示と異なっている場合は，変更の事実が分かる証明書（法人の場合は履歴事項証

明書又は登記簿謄本，個人の場合は住民票の写し等）が必要になります。有効期限の定

めはありません。

※ 譲渡人又は譲受人の表示が債権譲渡登記ファイルに記録された表示と異なる場合における変更

を証する登記事項証明書については，変更に係る情報（変更前の全ての本店・商号又は会社法

人等番号等）が申請書又は委任状に記載され，その情報により登記官がシステム上で当該法人

の登記情報を確認することができる場合には，添付を省略することができます。ただし，当該

法人について商業・法人登記が申請され，登記の完了前であるなど，登記官がシステム上で当

該法人の登記情報を確認することができないときは，添付を省略することができませんので，

商業・法人登記申請の有無をあらかじめ確認しておいてください。

添付省略が可能な譲渡人又は譲受人の商号・本店等の変更を証する登記事項証明書について，

添付を省略する場合は，「□登記事項証明書につき添付を省略」をチェックしてください。

（注７） 請求する証明書のファイル区分をチェックしてください。

チェックしたファイル区分によって，以下のとおり，債権譲渡登記所に存在するファイル

を検索し，次の証明文が付記された証明書が交付されます。

① 「□現在ファイル」をチェックし，「記録がない旨の証明書」につき「□請求しない」

をチェックした場合

現在ファイル（現在効力を有するファイル）を検索し，検索条件に該当するファイル

が存在する場合に証明書を交付します。

証明文は，「上記のとおり債権譲渡登記ファイル（除く閉鎖分）に記録されているこ

とを証明する。」となります。

なお，検索条件に該当するファイルが存在しない場合は，証明書は交付しません。

② 「□現在ファイル」をチェックし，「記録がない旨の証明書」につき「□請求する」

をチェックした場合

現在ファイル（現在効力を有するファイル）を検索し，検索条件に該当するファイル

が存在する場合は，上記①の証明書を交付し，検索条件に該当するファイルが存在しな

い場合には，その旨の証明書(いわゆる「ないこと証明書」)を交付します。

この「ないこと証明書」の証明文は，「上記のとおり債権譲渡登記ファイル（除く閉

鎖分）に記録されていないことを証明する。」となります。

③ 「□閉鎖ファイル」をチェックし，「記録がない旨の証明書」につき「□請求しない」

をチェックした場合

閉鎖ファイル（全部抹消登記又は存続期間が満了した登記に係るファイル）を検索し，

検索条件に該当するファイルが存在する場合に証明書を交付します。

証明文は，「上記のとおり閉鎖登記ファイルに記録されていることを証明する。」と

なります。

なお，検索条件に該当するファイルが存在しない場合は，証明書は交付しません。

④ 「□閉鎖ファイル」をチェックし，「記録がない旨の証明書」につき「□請求する」

をチェックした場合

閉鎖ファイル（全部抹消登記又は存続期間が満了した登記に係るファイル）を検索し，

検索条件に該当するファイルが存在する場合は，上記③の証明書を交付し，検索条件に

該当するファイルが存在しない場合には，その旨の証明書（いわゆる「ないこと証明書」）

を交付します。

この「ないこと証明書」の証明文は，「上記のとおり閉鎖登記ファイルに記録されて

いないことを証明する。」となります。



（注８） 請求する証明書の交付形式をチェックしてください。

登記事項証明書の交付形式には，同一の登記番号中に該当する債権が２個以上ある場合に

ついて，２個以上の債権に係る登記事項を一括して証明するもの（一括証明）と，それぞれ

の登記事項を個別に証明するもの（個別事項証明）の２種類があります。

「個別事項証明」をチェックした場合は，債権通番ごとに証明書が作成されるので，同一

登記番号中に複数の債権通番があるときは，その債権通番の個数分の証明書が作成されます。

「一括証明」をチェックした場合は，同一の登記番号ごとに証明書が作成されます（複数

の登記番号にわたる債権を一括して１通の証明書に記載して作成することはできません。）。

一括証明においては，債権個別事項のうち，備考欄に記載された事項，原債権者の取扱店，

債務者の取扱店，契約年月日，弁済期，外貨建債権の表示の記載それぞれが省略されます。

また，原債権者及び債務者が複数存在する場合には，１名のみが表示されます。

なお，「一括証明」は，①登記事項証明書に記載される債権が１個の場合及び②交付する

登記事項証明書が「ないこと証明書」である場合には交付されません（この場合は，「個別

事項証明」のみ交付されます。）。

手数料の計算方法については，（注12）を参照願います。

（注９） 証明書の請求部数を記載してください。

「一括証明」を選択した場合，請求部数として記載した数だけ証明書が交付されます。「個

別事項証明」を選択した場合は，「請求部数」として「各○部」と記載してください。「個

別事項証明」を選択した場合，たとえば債権通番が２個ある債権譲渡登記について請求部数

を「各２部」と記載すると，合計４通を交付することになります。

（注10） 登記を特定するために必要な事項を記載してください。

債権譲渡登記後に譲渡人の商号等に変更があった場合，変更後の商号等を検索条件として

記載しても，債権譲渡登記ファイルには譲渡人の商号等は変更前のもので記録されているた

め，ヒットしませんのでご注意ください。

登記を特定するために必要な事項については，登記番号又は譲渡人のいずれかを必ず記載

してください。

登記番号を記載したときは，譲渡人及び譲受人を記載する必要はありません。登記番号を

記載しないときは，譲渡人の記載が必要です。ただし，申請人の資格が譲受人のときは，譲

受人の記載も必要です。

（注11） 債権を特定するために必要な事項を記載してください。

「当事者指定検索用」様式による申請の場合，検索条件として，「債務者」の記載が必須

となります。なお，「債務者が特定していない将来債権」を検索対象とするときは，「□債務

者が特定していない将来債権」をチェックしてください（ここにいう「債務者が特定してい

ない将来債権」とは，「特定の債務者を検索条件とはせずに検索をする。」という意味ではあ

りませんので，注意してください。）。

債権譲渡登記後に債務者の商号等に変更があった場合，変更後の商号等を検索条件として

記載しても，債権譲渡登記ファイルには債務者の商号等は変更前のもので記録されているた

め，「検索の結果，該当する債権がない」ものとして処理されますのでご注意ください。

登記された債権の差押債権者等が請求する場合は，検索条件として，「債務者」，「債権の

種類」及び「債権の発生年月日」を必ず記載してください。

（注12） 登記事項証明書の交付（オンライン申請を除く）についての手数料は，譲渡に係る債権の

個数により，次の手数料になります。

① 個別事項証明（１個の通番ごとに交付するもの）

債権１個につき ５００円

なお，「ないこと証明書」の場合も，１通５００円となります。



② 一括証明（同一登記番号中の２個以上の債権に係る登記事項を一括して交付するもの）

５００円＋債権の個数が１個を超えるごとにその超える個数に２００円を乗じた額

【例】債権２個の場合 ５００＋（２００×１）＝ ７００円

債権５個の場合 ５００＋（２００×４）＝１，３００円

なお，一括証明については，該当する検索条件が複数の登記番号にわたるときは，同一の

登記番号ごとに登記事項証明書が作成されるため，手数料額は，各登記番号ごとに作成する

登記事項証明書の手数料額を合算した額となります。

【例】譲渡人「甲乙商事株式会社」，債務者「株式会社東京法務」で検索した結果，

①登記番号２０２１－○○○で債権３個，

②登記番号２０２０－△△△で債権２個，

③登記番号２０１９－□□□で債権１個が該当する場合

①について（登記番号２０２１－○○○で債権３個）

５００＋（２００×２）＝ ９００円

②について（登記番号２０２０－△△△で債権２個）

５００＋ ２００ ＝ ７００円

③について（登記番号２０１９－□□□で債権１個）

５００ ＝ ５００円

（合 計） ＝ ２，１００円


